
各都道府県・指定都市教育委員会が作成する
「人権教育指導資料」について

※平成２０年度以降（「人権教育の指導方法等の在り方について（第三次とりまとめ）」

公表後）に、各都道府県・指定都市教育委員会において作成（改訂含む）された指導

教材、指導資料、研修教材、啓発資料、実践事例集等について収集したもの。
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①「種類」の構成比 （都道府県・指定都市）

都道府県 指定都市

※資料の種類について
・指導教材：児童生徒に配付して使用する資料 ・指導資料：教員が使用する指導用資料
・研修教材：教員等の研修に用いる資料 ・啓発資料：広く配付して使用する資料
・実践事例集：域内における実践事例をまとめた資料

全体
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②「対象」の構成比 （都道府県・指定都市）

都道府県 指定都市全体
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④都道府県・指定都市別作成資料件数

【未作成の理由】

・福島県： 「人権教育の指導方法等の在り方について（第３次とりまとめ）」を活用。

・山梨県： 平成30年度に作成予定。
・山口県： 今後、作成を検討。

・千葉市： 「人権教育の指導方法等の在り方について（第３次とりまとめ）」を活用。

・静岡市： 静岡県作成の資料を活用。

・浜松市： 静岡県作成の資料を活用。

※資料は数百ページに及ぶ指導教材から、１枚ものの啓発資料（リーフレット等）まで様々である。


